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１． はじめに 

 供用中の鉄道（軌道）や道路の直下を上部交通の遮断をすることなく，低土被りで施工可能な施工法とし

て，Ｒ＆Ｃ工法に代表される函体推進／けん引工法（非開削工法）が挙げられる．Ｒ&Ｃ工法は，軌道や道路

の仮設防護工として箱形ルーフ（矩形断面エレメント）を函体（ボックスカルバート）の外縁に合致するよ

うに施工横断箇所全長に配置した後，その後端に函体を据付け，函体を推進／けん引し，箱形ルーフと函体

とを置換設置する施工法である． 

 過去事例では，函体と置換される箱形ルーフの出来形形状が，仮土留を支点とした横断部中央が沈み込む

形状となる場合が多く，また，この形状をある程度保持した状態で地盤中を推進されることが確認されてき

ている．本報告では，箱形ルーフの出来形形状が，軌道の隆起・沈下の一要因であることに着目し，現場状

況を模擬した模型実験装置を用いて，考案した変位抑制法の効果についての実験を実施したので報告する． 

２． 実験概要 

実験装置は，鉄道の複線断面を想定した縮尺 1/8 スケー

ルとし，幅 1,000mm×長さ 1,500mmの土槽内に箱形ルーフ

を模擬した角型鋼管（□―100×100）を 3 列（両サイドに

セーフティルーフを模擬した 2 列を固定）配置後，７号硅

砂を自由落下させることにより模擬地盤を形成する．また，

函体を模擬した角型鋼管（□―200×300）を元押しジャッ

キで推進することで箱形ルーフと函体との置換を行うこと

が出来る機構とした．模擬地盤上には，軌道を想定した A・

B 側線及び，函体推進方向中心線を想定した C 側線の変位

を計測するものとし，全 17 箇所の計測点（図－2）を設

定した．函体推進は， 125mm/step×14stepで行い，推進

終了後に計測を実施した． 

３． 変位抑制方法 

これまでの研究１）より，地盤の鉛直変位については，

箱形ルーフ推進方向が前下がり（傾斜（－））で隆起，前

上がり（傾斜（＋））で沈下，水平では，ほぼ鉛直変位は

発生しないことや，隆起・沈下量については，箱形ルー

フ傾斜の大小によって変化する結果が得られている．本

実験では，箱形ルーフ端部の高さ調整をすることで，ル

ーフの傾斜形状（勾配）を緩和し，特に地盤隆起につい

て，鉛直変位の抑制を試みた．箱形ルーフの高さは，函

体側箱形ルーフ端部と到達側仮土留（到達坑口）を想定

した位置に手動ジャッキを配置し，調整した． 
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図－1 函体推進実験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 模擬地盤上の計測点 
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４． 実験ケース 

 各ケース共通する条件として，中央部が沈み込んだ形

状（10‰）の箱形ルーフを使用すること，また，ルーフ

形状に伴い，函体とルーフ端部の段差については，ｈ＝

9mmから推進を開始することとした（図－3）． 

 実験ケースは，ジャッキ操作を行わずに函体推進を行

うｃａｓｅ１を基本とし，全６ケースで実験を行った（図

－4）． 

５． 実験結果 

側線Ｃにおける函体推進時の測点⑤および⑬での隆

起・沈下量の変化を図－5，図－6 に示す．ジャッキ操作

を行わないｃａｓｅ１と，ルーフ勾配に合わせてジャッ

キを下方操作し，勾配を緩和したｃａｓｅ２と比較する

と，測点⑤での最大隆起量を 2mm程度抑制できることが

確認された． 

到達坑口ジャッキのみを下方操作したｃａｓｅ３では，

ｃａｓｅ１と比較して，隆起・沈下量ともに増加する傾

向が把握された．このｃａｓｅ２の隆起抑制効果の結果

を受けて，函体側端部ジャッキの操作方法を変化させた

ｃａｓｅ４，５は，ともに隆起量の抑制効果の傾向が把

握され，また，急激にルーフ勾配を緩和したｃａｓｅ５

と比較して，ｃａｓｅ４では，測点⑤において，緩やか

な隆起抑制傾向を示す良好な結果が得られた．一方で測

点⑬の函体推進 L＝750mm 付近では，ｃａｓｅ４，５と

もに隆起傾向を示したことから，ｃａｓｅ６については，

良好な結果が得られたｃａｓｅ４の函体側端部ジャッキ

操作を適用しつつ，到達坑口ジャッキの操作方法を考慮

した結果，軌道測点⑤⑬ともに隆起抑制効果が確認され

た． 

６． おわりに 

これまで函体推進・けん引工法では，箱形ルーフ形状

が軌道・地盤変位に影響を与える要因の一つとして経験

的に知られていたが，函体側ルーフ端部及び，到達側坑

口高さを下方へ操作することで，横断部中央が沈み込む

箱形ルーフ形状について，函体推進時の地盤面鉛直変位

（隆起）が抑制できることが確認された． 

今後は，条件が異なる場合の数値解析によるシミュレ

ーションや，実現場での実証試験を行い，実用化に向け

た取り組みを進める予定である． 
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図－3 箱形ルーフ形状 側面図 

 

図－4 ｃａｓｅ分類 

 

図－5 測点⑤ 鉛直変化グラフ 

 

図－6 測点⑬ 鉛直変化グラフ 
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